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第1章 はじめに 
1.1 背景 
人工衛星は．我々の生活において欠かすことができない GPS，気象観測，衛星放送/通信
の運用を支えている．また，人工衛星を使った惑星探査などの理化学的な分野にも多く利
用されており，我が国においても小惑星探査機はやぶさがイトカワへのサンプリリターン
を成功させるなどの成果を上げている 1)．今後は，人工衛星を利用がさらに身近なものとな
り新しい様々なサービスなどが提案されていくと考えられる． 
 Table 1.1に一般的な人工衛星の構成を示す．人工衛星は，主に二つの構成部にから成り，
それぞれミッション系とバス系と呼ばれる 2)．前者は，人工衛星が目的とするミッションの
ための装置群を指し，後者はミッション系の運用の支援をするための装置群のことを指す．
 
Table  1.1.  人工衛星の構成 
 
構成部 概要 
ミッション系 衛星のミッションを直接果たす 
バス系 ミッション系運用のための支援を行う 
（バスシステムの一例） 
名称 主要機能 
データ処理系 各種データ処理 
通信系 地上との通信 
姿勢/軌道制御系 姿勢軌道の決定と制御 
電源系 負荷への電力供給 
推進系 姿勢/軌道制御の推力発生 
熱制御系 許容温度の維持 
構体系 搭載機器の支持 
計装系 衛星の組立/電気接続 
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また，バス系は更にいくつかに分類ができ，その中に姿勢/軌道制御の際に必要な推力を発
生させる宇宙用推進機がある． 
 Table 1.2に宇宙用推進機の分類を示す．現在，実用されている宇宙用推進機は，“化学推
進機”と “電気推進機”の 2種類に大きく分類できる 3)．化学推進機は，推進剤が持つ化
学エネルギーを燃焼などの化学反応で取り出し，そのエネルギーをノズルによって運動エ
ネルギーに変換して推力を発生させる推進機である．化学推進機は，大きな推進力は得ら
れやすいが燃費の指標となる比推力が低く，アポジキック用の推進機などに適している．
他方，電気推進機は，太陽電池や原子力電池などから供給される電気エネルギーを利用し
て推進剤を加速させ，推力を発生させる推進機である．電気推進機における加速機構は，
電熱的加速，電磁的加速，静電的加速の 3つに分類することができる 4)．電熱的加速では，
電熱線または放電によって推進剤に熱エネルギーを供給し，そしてそのエネルギーをノズ
ルによって運動エネルギーに変換することで推進剤の加速を行う．電磁加速では，プラズ
マ化した推進剤に電流を流すと同時に，外部または自己誘起磁場を印加することで電流と
磁場の相互作用（ローレンツ力）により推進剤の加速を行う．静電加速では，イオンなど
の帯電した粒子（主にプラズマ）が，その帯電の正負によって発生する吸引力や反発力（ク
 
Table  1.2.  宇宙用推進機の分類 
 
推進機関の種類 エネルギー源 加速機構 推進機例 作動モード 
化学推進機 
推進剤の 
化学エネルギー 
空力的加速 
液体ロケット 
連続,パルス 
固体ロケット 
ハイブリッド 
ロケット 
電気推進機 
太陽電池などの
電気エネルギー 
電熱的加速 アークジェット,PPT 連続,パルス 
電磁的加速 MPD,PPT 連続,パルス 
静電的加速 イオンエンジン 連続 
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ーロン力）を利用して推進剤の加速を行う．電気推進機は，大きな推進力は得られないが
高い比推力が得られ，推進剤の消費が少ないことが望まれる惑星間航行などの長期運用型
ミッションに適している．1960 年代頃から，世界で本格的な研究が始まり，我が国におい
ても小惑星探査機はやぶさに搭載されたイオンスラスタをはじめとする多くの電気推進機
で実績を残している． 
今後，さらに宇宙開発が活発化するためには，コストを抑えることが重要な課題となる．
コスト削減する方法の 1つとして， 1機の人工衛星の運用期間を伸ばしコストに直結する
打上げ回数を減らすことが挙げられる．比推力が高いほど，同重量の推進剤を使用する場
合より長期間の運用が可能となるため，化学推進機より高い比推力を実現できる電気推進
機が積極的に利用され始めている． 
1.2 パルス型プラズマスラスタ 
本研究では，パルス型プラズマスラスタ(Pulsed Plasma Thruster, PPT)と呼ばれる電磁加速
型と空力加速型の両方を持ち合わせた電気推進機に着目する． PPTは，ON-OFFを繰り返
すパルス駆動で推力を発生させる．そのため，デジタル制御との相性が良く，また発生さ
せるパスルの回数によって目標となる速度増分を得られるため，精度のよい制御が可能で
ある．  
1.2.1 装置構成および動作原理 
現在，使用されている PPTの中では，推進剤に固体である四フッ化エチレン(PTFE，商標:
テフロン○P )を用いた固体テフロン PPTが最も一般的である．その装置構成および動作原理
を下記と Fig. 1.1に示す． 
 
(a) 陽極/陰極でテフロンを挟んだ構造であり．さらに陽極/陰極には，キャパシタが接
続されており，キャパシタは電源によって予め充電されている． 
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(b) イグナイタなどの点火装置でテフロンの一部を昇華させる． 
(c) 昇華されたテフロンは，プラズマ化され電気を通しやすい状態となり，陽極-陰極
間を短絡させ，キャパシタ内に蓄えられたエネルギーが一斉に放出され主放電が
誘起される．このとき，主放電によって生じる電気抵抗熱によってテフロンの昇
華が更に進展する． 
(d) 供給された推進剤は，プラズマ化したのち，放電によって生じる主放電電流 と自
己誘起磁場 Bとの相互作用で発生するローレンツ力 ×と，電気抵抗熱を利用し
た空力的加速により推進機外部へと排出され，推進力が発生する． 
 
 
  
 (a) (b) 
  
(c) (d) 
 
 
 
Fig. 1.1.  固体テフロン PPTの装置構成および動作原理 
 
イグナイタ 
陽極 
陰極 テフロン 
キャパシタ 
電源 
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1.2.2 固体推進剤 PPTにおける問題点 
固体テフロン PPTは，構造が簡単であり，またパルス駆動であるためデジタル制御との
融和性が良い．しかし，他の電気推進機と比べた場合，比推力が低いことが弱点として挙
げられる．この弱点には，主に以下の 3つの現象が関わっている．1つ目は，”late-time 
evaporation”と呼ばれる現象である．これは，主放電終了後もテフロン表面がテフロン昇華
温度よりも高いために引き続きテフロンが放出されることにより生じるものである．放電
終了後に供給されたテフロンは，放電による加速を受けにくく，殆ど推力に寄与しないま
ま外部へ排出され，比推力の低下を招く 5)．2つ目は，”particulate emission”と呼ばれる現象
である．これは，主放電中または主放電終了後にテフロン表面から低速な粒子状のテフロ
ンが剥がれ，外部に排気される現象である．これらの粒子も，放電による加速を受けにく
く，比推力の低下を引き起こす 6)．そして 3つ目は，“主放電エネルギーと推進剤供給量と
をそれぞれ独立的に制御することができない”ことによるものである 5),7)．固体テフロン PPT
では，主放電エネルギーを増加させた場合，インパルスビット（パルス状の推力を運動量
として評価したもの，力積）が増大するが，同時に推進剤供給量が増加してしまうために
比推力の向上が難しい．これらの現象は，推進剤として使われるテフロンが固体であるこ
とが原因であり，推進剤の供給（消費）が，放電現象に受動的に依存しているために発生
する．これらの現象からの脱却を図るため，推進剤の消費を能動的に制御できる，液体や
気体の推進剤を PPTへ適用する試みが行われている 8)-10)． 
液体推進剤 PPT(LP-PPT)においては，液体として貯蔵できるならば，液体推進剤の種類を
選ぶことなく使用可能である．また配管などの工夫により，ミッション中に推進剤変更が
できるなど非常に自由度が高い設計が可能となる．液体推進剤としては，これまで水やエ
タノールなどの利用が試みられてきた．結果の一例としては，水を推進剤とし，電極形状
を並行平板型，充電エネルギーを 20 J，一回あたりの推進剤消費量を 3 µgとした時，
インパルスビット=126 µNs，比推力=4200 sという性能が報告がされている 11)．  
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1.3 研究目的 
液体推進剤を用いることにより PPTの比推力の向上が可能であることは，研究レベルで
示されているが，まだ実用には至っていない．これまでの実験研究では，液体推進剤 PPT
の推進剤には，水やエタノールが使用されている．しかし，水は凝固点が高いため宇宙空
間において凝固しやすく，ヒーターなどを用いた保温機構が別途必要となる．またエタノ
ールを用いた場合は，凝固しにくい物質であるため液体貯蔵が容易であるが，飽和蒸気圧
が常温で 6 kPaしかなく，配管を利用して推進剤を推進機への供給するためには，別途加圧
機構を用いなければならない．これらは，人工衛星全体の質量増加や構造の複雑化を招き，
液体推進剤 PPTを人工衛星へ搭載する際の障害となっている．  
そこで本研究では，従来型の固体テフロン PPTに代わる液体ジメチルエーテル(DME)を
推進剤として用いる新規な PPTを開発し性能向上を目指すことを目的とする．この目的を
達成するために，まず DMEの噴射を可能とするパルス噴射器の考案，試作，作動実験を行
った．そして完成された噴射器を組込んだ電極方式の異なる同軸型と平行平板型の
DME-PPTについて試作および性能評価を行い，この新規提案 DME-PPTが従来型の固体テ
フロン PPTの代替として利用できるかについて検討を行った．   
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第2章 ジメチルエーテル推進剤PPT 
水やエタノールを推進剤とした LP-PPTの研究が行われており，比推力の向上が確認され
ている．しかし，これらの推進剤を利用した場合，人工衛星全体の質量増加や構造の複雑
化を招き，液体推進剤 PPTを人工衛星へ搭載が難しくなる．そこで本研究において我々は，
水やエタノールの代わりとなる推進剤としてジメチルエーテル(DME)を用いることを提案
する． 
2.1 ジメチルエーテル 
DMEは，炭化水素系原料からの脱水縮合や合成ガスからの直接合成によって容易に得ら
れる合成品である 12)．DMEの構造式は，CH3-O-CH3であり，炭素同士の直接結合がないた
め燃焼時には煤の発生が少ないという特徴を持つ．また DMEは毒性が低く，取り扱い性に
優れており，民生用燃料や輸送用燃料など幅広い分野での利用が考えられており，新しい
エネルギー媒体として，将来さらなる発展が期待されている．また，水素キャリアである
ためエネルギー中間体として注目され，実用化に向けて今日まで様々な研究が行われてい
る． 
2.2 ジメチルエーテル推進剤 
PPTの液体推進剤として好ましい条件を下記に示す． 
(1) 無毒/低反応性である 
(2) 入手性が良い 
(3) 加圧機構を必要とせずに供給できる 
(4) 液体での貯蔵が容易である 
活発化する宇宙開発において，推進剤の管理を行う際に掛かるコストを削減することは
重要な課題である．条件(1)を満たすことで，取り扱いが用意となり組立作業などにおける
危険性の低減が可能となり，コスト低減も行うことができる．また，条件(2)を満たすこと
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も入手コストの削減に繋がり，民生品として使用される物質を推進剤として選定すること
が出来れば非常に有利となる．条件(3)，(4)を満たすことで，加圧機構や保温機構を削減で
き，システム全体の重量の増加を抑えることが可能となる．さらに，部品点数の削減によ
り信頼性の向上も期待できる．Table 2.1は，これまで LP-PPTの推進剤としてこれまで使わ
れたエタノール，水と今回使用を提案している DMEを比べた物性表である．まず，凝固点
を DMEと水，エタノールで比較を行うと， DMEとエタノールは，凝固点が十分に低く，
宇宙空間でも液体としての貯蔵が容易であるのに対して，水は凝固点が 0 ℃と高く，ヒー
ターなどを設けて温度管理をしなければならいない．次に，飽和蒸気圧についてそれぞれ
比較を行うと，水とエタノールは，飽和蒸気圧が非常に低く，加圧機構を用いなければ推
進剤の供給を行うことができない． 
このように，水，エタノールと DMEを比較した場合，DMEは宇宙環境で使用される推
進剤に求められる物性を備えた物質であるといえる．これらに加え，DMEは，無毒であり，
入手性の良い点なども考慮するとパルス型プラズマスラスタの推進剤の候補として非常に
有望な物質であることが分かる． 
 
Table 2.1.  物性比較 
 
 
物質名 単位 DME エタノール 水 
化学式 － CH3OCH3 C2H5OH H2O 
分子量 g/mol 46.07 46.07 18.02 
密度(液体) g/cm3 0.67 0.79 1.00 
融点 ℃(1 atm) －141.5 －114.1 0 
飽和蒸気圧 MPa(@293K) 0.53 0.006 0.0023 
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2.3 パルス型プラズマスラスタ 
2.3.1 推力特性 
PPTは，放電がパルス動作で行われるため，その推力も高速な時間的な変化を伴うパルス
状の推力となる．従って，PPTの推進性能を見積もる場合には，推力ではなく，1回のパル
ス推力を時間積分したインパルス（力積）を用いることになり，特に１回の放電ごとのイ
ンパルスはインパルスビットと呼ばれる 4)．定常作動をする推進機において，燃費の指
標となる比推力	
は 
 	
 = 	
  ( 2.1) 
と定義されている．ここで，	は推力，
は単位時間あたりの推進剤消費量，は地上での
重力加速度である．PPTの場合，推力の代わりにインパルスビットを用いて表現でき 
 	
 =  ( 2.2) 
となり，ここでは 1回の放電で消費された推進剤質量である．また ，電気推進機にお
いて，投入された電力エネルギーがどれだけ推力発生時の運動エネルギーに変換されたの
かを表す指標として推進効率があり， 
  = 	

2
  ( 2.3) 
と定義される．これもまた，インパルスビットを用いて表現することができ 
  = 

2 ( 2.4) 
と書き表される．ここで，は 1回の放電時に用いられるコンデンサに蓄えられた充電エネ
ルギーである． 
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2.3.2 推力機構 
パルス型プラズマスラスタの推進機構としては，主に 2つが挙げられる．1つは，ローレ
ンツ力を用いた電磁加速機構であり，もう 1つは，放電によって生じるジュール熱を利用
した電熱加速機構である．この 2つの加速機構が組み合わされパルス状の推力を発生させ
る． 
2.3.2.1 電磁加速機構 
まず，Fig. 2.1に示すような形状をもとに PPTの電磁加速について考える．PPT作動時に
生じる放電領域の長さ，幅，厚みをそれぞれℎ，，とし，その放電領域の移動方向軸を方
向軸とする．そのときに推進力は，プラズマに発生する電磁力として，以下の式で表すこ
とができる 4)． 
 	 =     × 	 = ℎ  × 	








 ( 2.5) 
ここで，，は局所的な電流密度，磁束密度である．このように電磁力の軸方向成分を
プラズマの体積積分にわたって積分することにより，電磁加速による推力を求めることが
 
 
 
 
 
Fig. 2.1.  PPTの電磁加速 
 
陰極 推進剤 
アークプラズマ 電源 
☓☓☓ 
☓☓☓ 
☓☓☓ 
推力	 
ℎ
  
陽極 キャパシタ 
磁界 
 
x 
y 
z 
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できる．  
また PPTは，Fig. 2.2に示すような LCR回路とみなすことができ，図中の()，()，()は，
それぞれ時間変化する電気抵抗値，インダクタンス，電荷量，は放電用キャパシタの静電
容量を示している．放電の挙動をインダクタンスの変化として捉えることができ，回路の
インダクタンス，放電電流を	とすると，磁場エネルギー
は， 
 
 = 1
2
	 ( 2.6) 
となる．さらに，に蓄えられたエネルギーが全て電磁加速に使われたと仮定すると回路の
エネルギー保存式は 
 
 = 	 −  ( 2.7) 
となる．ここで，は磁束，は PPTの電磁加速による推力である．インダクタンスの定
義より， 
  = 	 ( 2.8) 
の関係があり，従って，推力は，Eq. (2.7)から 
  = − ∂

∂  ( 2.9) 
が得られる．さらに，Eq. (2.6)を Eq. (2.9)に代入すると 
 
 
 
 
 
Fig.  2.2.  等価 LCR回路 
 
() () 
,() 
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 = −
 2⁄ 
 

=

2

 =
	
2

 ( 2.10) 
となる．  
Fig. 2.1において，	ℎ ≪ を満たすような PPTについて考えてみると，この場合，電流ル
ープに囲まれた領域を無限ソレノイドコイルに近似でき，その回路中に発生する磁束密度
は 
  =  	 ( 2.11) 
となる．ここで，は真空透磁率である．さらに =  ℎ⁄ であるので，Eq. (2.8)と Eq. (2.11)
から 
  =  ℎ  ( 2.12) 
が得られる．Eq. (2.10)に Eq. (2.12)を代入し，放電が発生している時間0 − 	で積分するとイ
ンパルスビットは 
 	 =  	



=  ℎ
2 		



 ( 2.13) 
となる．仮定として放電部のインダクタンスおよび電気抵抗が定数となる PPTを考えた
場合，積分の項はエネルギー保存式から 
  		


=
  ( 2.14) 
となり，ここではキャパシタに蓄えられたエネルギーである．Eq. (2.13)に，Eq. (2.14)
を代入すると，電磁加速によるインパルスビットは 
 	 =  ℎ2 ( 2.15) 
となる．Eq. (2.15)から，電磁加速が配的である PPTにおいて，インパルスビットは充電エ
ネルギーに対して線形的に増加することが分かる． 
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2.3.2.2 電熱加速機構 
Fig. 2.3に示したアークジェットモデルを用いて，PPTにおける電熱加速機構について説
明を行う
4),13)
．推進剤は，アークプラズマによって加熱，分子振動励起，解離/電離が進行
し，高エンタルピー気体が生成される．この気体は，電極を兼ねるノズルを通して熱膨張
する
4)
．これにより，熱エネルギーが運動エネルギーに変換され推力が発生する．この時に
発生する電熱的加速力は 
    ( 2.16) 
と表される．ここで，は推力係数，はスロート断面積，は放電室圧力である．は，
圧力比(外部の雰囲気圧力/放電室圧力)，使用するガスの比熱比，ノズル出口圧力，外部の 
雰囲気圧力およびノズル面積比の関数である．Eq. (2.16) をもとに，供給された推進剤と
放電用キャパシタに蓄えられたエネルギーとが全て電熱加速によるインパルスビット
 
 
 
 
 
Fig. 2.3.  PPTにおける電熱加速 
 
陰極 
放電室 
ノズル（陽極） 
スロート 
推進剤 
アークプラスマ 
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	に用いられたとすると 
 	  	


 ( 2.17) 
と表すことができ，ここで	
は推進剤の種類，ノズル形状によって決定される係数，は
1パルス作動時に消費する推進剤消費量，はキャパシタに蓄えられたエネルギーである．
Eq. (2.17)から，電熱加速が支配的である PPTにおいて，インパルスビットは充電エネルギ
ーに対して二乗根的に増加することが分かる．  
2.4 装置構成 
Fig. 2.4，2.5に，それぞれ同軸型 DME-PPT試作機と平行平板型 DME-PPT試作機の外観
を示す．噴射器とキャパシタは，アルミ製のフレームに固定されている．どちらの PPTも 
 
 
 
 
 
Fig. 2.4.  同軸型 DME-PPT試作機 
 
パルス噴射器 電極部 
キャパシタ 
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インパルスビットへの影響を極力少なくするためにフィードスルーを短くできるようにキ
ャパシタを噴射器-電極部の下部に設置している
4)
． 
2.4.1 噴射器 
DME-PPT用パルス噴射器に求められる要件は以下に示す通りある． 
(1) 低消費電力 
(2) 低い推進剤リーク量 
(3) 数 µg～数十 µgの噴射量 
(4) DMEに対する耐腐食性 
噴射器による消費エネルギーは，PPT作動の消費エネルギーと比較して十分に小さくなけ
ればならない，宇宙環境においては使用できる電力に限りがあるためであり，(1)は必須事
 
 
 
 
 
Fig. 2.5.  平行平板型 DME-PPT試作機 
 
パルス噴射器 電極部 
キャパシタ 
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項と言える．放電時に必要となる，放電用キャパシタへ蓄えるエネルギーを数～数十 J程度
と考えると， 噴射器が1噴射ごとに消費する電気エネルギーは0.3 J程度が望ましい．次に，
リーク量が多いことは事実上，比推力を低下させることになるため液体推進剤を用いる宇
宙用推進機において(2)は重要な項目である．また，従来の典型的な固体テフロン PPTにお
いては，1パルス作動において消費されるテフロンの推進剤質量は約 10 µgである．そのた
め(3)に示すような質量範囲で，再現性良い DMEの噴射を実現する必要がある．DMEを使
用する際の注意点として，通常 Oリングやシーリング材のゴムとして使われるニトリルゴ
ムやクロロプレンに対して腐食性を有することが挙げられる
12)
．そのため水やエタノール
などに使用された液体噴射器をそのまま転用することは難しく，シーリング材の変更を行
う必要があり，(4)は DMEを推進剤として利用する際に注意すべき事項である．  
 Table 2.2，Fig. 2.6は，それぞれ DME用パルス噴射器の構成部品を記載した表，本研究
で制作した DME用パルス噴射器の概略図である．この噴射器は，アクチュエータとサブタ
ンクが一体化した構造を採用することで，摺動部のシール部を削減できしている．さらに
シール材の材質には，PTFEやパーフロロゴム用いることで推進剤のリークを抑えている
12)
．
また，ロッド部をすべて DMEに浸漬させることで，ロッド部の摺動を滑らかにする工夫が
施されている． アクチュエータは，電磁ステンレスと 800巻の銅線コイルから構成されて 
 
Table  2.2.  DME用パルス噴射器の構成部品 
 
部位品名 材質 備考 
コイル 銅線 800 巻 
電磁石及び鉄心 電磁ステンレス  
ロッド及びタンク ジュラルミン  
パネ ピアノ線 バネ定数:7.4 N/mm 
ラバー パーフロロゴム  
インジェクタヘッド SUS303  
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おり，電磁石と鉄心の設計の最適化により，低消費電力ながらも高速な開閉動作を実現
している
14)
．この噴射器は，1噴射あたりの消費エネルギーは最大で 0.15 J，噴射量は 3-50 
µgの範囲での設定が可能となっている．ロッド先端のラバーによって開閉を行うオリフィ
スは，肉厚が 0.2 mm，外形が 14 mm，中央部が凸状になっている SUS304材で，その中央
に内径の直径が約 40 µmの孔が加工されている (Fig. 2.7)． 
噴射器の動作形態は次のようになっている．まずバネの復元力により，ロッド先端に取
り付けてあるラバーがオリフィスの穴からの DMEの流出を防いでいる．次に，コイルに電
流を供給することで電磁石-鉄心間に電磁力が発生し，ロッドを電磁石側に引きつける．こ
れにより，ラバーがオリフィスから離れ，DMEが供給される．コイルへの電流の供給を遮
断すると，電磁力が無くなり，バネの復元力によって原点復帰する．後述でも説明を行う
が，0.5 s間隔での噴射が可能となっており，連続噴射は 30000回以上可能である． 
 
 
 
 
 
 
Fig. 2.6.  DME用パルス噴射器の構成 
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Fig.  2.7.  オリフィス拡大図 
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2.4.2 電極部 
本研究では，平行平板型電極，同軸型電極の 2種類の形状の電極を用いた． 
 同軸型電極 
Fig. 2.8に同軸型 DME-PPT用電極の諸元を示す．陰極を兼ねるパルス噴射器，キャビテ
ィ，陽極が同軸上に配置されている．キャビティは，非動作時に陽極-陰極が短絡を起こさ
ないようにセラミックスで製作されている．陽極は，材質に SUS303を使用し，半頂角 20 
o
のノズル形状となっている．この形状は，電熱加速機構による推力発生を考慮したもので
ある．同軸上に配置されたこれらの周りには，異常放電防止のためジュラコン製の絶縁カ
バーが設置されている．イグナイタプラグは，インジェクタヘッドの端面から 2 mm離した
 
 
 
 
 
Fig. 2.8.  同軸型 DME-PPTの電極諸元 
インジェクタヘッド/陰極(SUS303) 
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

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位置に設置されている．キャビティ径およびキャビティ長は，実験パラメータに用い
ている． 
 平行平板型電極 
Fig. 2.9に平行平板 DME-PPT用電極の諸元を示す．陽極と陰極が平行になるように配置
されており，噴射器-電極間の絶縁を行うためにセラミックスが配置されている．また，電
極の側面をセラミックス製サイドウォールで覆うことができる構造になっている．両電極
と噴射器連結には，ジュラコン製の絶縁カバーが用いられており，異常放電が起こりにく
い構造となっている．イグナイタプラグは，セラミックスの端面から 19 mmの位置に配置
されている．電極長さ，電極間距離ℎ，電極幅は，実験のパラメータとして用いる． 
 
 
 
 
 
Fig. 2.9.  平行平板型 DME-PPTの電極諸元 
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2.4.3 キャパシタ 
Fig. 2.10に，本論文で使用する双信電機社製のマイカペーパーキャパシタを示す．このキ
ャパシタの重さと寸法はそれぞれ，200 g，100×80×10 mmである．１つあたりの静電容量
は 1.5 µFであり，実験では，最大で 6 個を並列して 9 µFを使用している． 
 
  
 
 
 
 
 
Fig. 2.10.  マイカペーパーキャパシタ 
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2.5 動作原理 
 Fig. 3.6 に，動作原理の概略を示す．本論文において，同軸型 DME-PPTと平行平板型
DME-PPT の 2 種類を研究対象するが，どちらとも基本的な動作原理は同じである．そのた
めここでは平行平板型 DME-PPT を用いて説明を行う． 
(a) 陰極と陽極に接続された主放電用のキャパシタは，電源を用いてあらかじめ充電
されている． 
(b) パルス噴射器を駆動させることによって DMEが電極間に噴射される． 
(c) 噴射された DMEは，その一部で気化が始まり電極間の圧力を真空状態から上昇さ
せる． 
(d) 圧力上昇に伴い，陽極-陰極間の絶縁崩壊電圧も減少する．このときキャパシタへ
印加している電圧がこの絶縁崩壊電圧を超えている場合，主放電が誘起される．
このような形態で誘起される主放電を本研究では，自発放電と呼びイグナイタな
どの点火装置を用いることなく主放電を誘起させる．もし，電極間の電圧が絶縁
崩壊電圧を超えていない場合は，イグナイタを用いて強制的に主放電を誘起する．
本論文においては，同軸型 DME-PPTと平行平板型 DME-PPTのどの条件において
もイグナイタは設置した状態で実験を行い，自発放電ができない場合のみ使用す
る． 
(e) 主放電が誘起されると，噴射されたDMEの気化とプラズマ化が進む．プラズマは，
良導体であるため電流を通しやすく大電流が流れる．この時に発生した電流は，
自己誘起磁場との相互作用による電磁加速と抵抗熱による電熱加速を発生させる． 
(f) プラズマ化した DMEは，電磁加速と電熱加速によって外部に排気され推力を発生
させる． 
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(a)キャパシタの充電 (b)DMEの噴射 
  
(c)電極間圧力の上昇 (d)主放電の誘起 
  
(e)DMEのプラズマ化 (f)推進剤の排気/推力の生成 
 
 
 
Fig. 2.11.  DME-PPTの動作原理 
 
主放電 
プラズマ プラズマ 
パルス噴射器 イグナイタ DME 
陽極 
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第3章 実験装置 
この章では，実験に用いた各装置について説明を行う． Fig. 3.1に本論文で使用した実験
装置の構成を示す．パルス噴射器および DME-PPTの動作確認実験は，真空中で行う． 
3.1 真空系装置 
本論文で用いた真空容器の写真を Fig. 3.2に示す．真空容器は，内径 260 mm，長さ 600mm
の横置き型であり，真空容器内には PPT本体とスラストターゲットとの設置用にステージ
が設けられている．真空容器側面と搬入用ドアに，それぞれに正面観察窓，側面観察窓が
設けられている． 真空容器の左側面には，イグナイタ用ポート，高電圧用ポート，低電圧
用ポート A，Bが設置されている．真空容器上部にピラニ真空計測定子（ULVAC，WP-03）
と電離真空計測定子（ULVAC，WI-T18）が設置されており，それぞれピラニ真空計（ULVAC， 
 
 
Fig. 3.1.  実験装置の構成 
 
オシロスコープ 
キャパシタ用 
充電電源 
放電電圧/電流 
排気 
充電電圧 
(0-2.9 kV) 
真空容器 
ターボ分子ポンプ 
パルス噴射器 
駆動電圧 
(15-30 V) 
パルス噴射器 
ドライバ 
ロガー 
変位信号 
電離真空計出力値 
Thrust target 
DME-PPT 
ロータリーポンプ 
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(a)  正面 
 
  
 
(b)  左側面 (c)  右側面 
 
Fig. 3.2.  真空容器 
正面観察窓 
搬入ドア 電離真空計 ピラニ真空計 
側面観察窓 
排気 
高電圧用ポート イグナイタ用ポート 
低電圧用ポート B 低電圧用ポート A 
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GP2ARY）と電離真空計（ULVAC，GI-TL3）を用いて圧力測定を行っている．ピラニ真空
計の測定範囲は，1 Pa~4 kPaであり，電離真空計の測定範囲は，10
-6
～10
-1
 Paとなっている． 
また本論文おいて，排気は，ロータリーポンプ（ULVAC，GVD-200）とターボ分子ポン
プ（三菱電機，VP-TS-A50）を組み合わせ行っており，パルス噴射器および DME-PPT作動
確認実験において，実験開始時の真空容器内圧力が 0.03 Pa以下となるように真空引きを
行っている． 
3.2 主放電キャパシタ用充電器 
主放電用キャパシタの充電に使用した電源の諸元と外形をそれぞれ，Table 3.1，Fig. 3.3
に示す．キャパシタに充電を行う際には，充電電圧=3 kVを最大値としている． 
 
Table  3.1.  主放電用キャパシタ充電電源諸元表 
 
社名，型名 STABILIZE, A-4473 
入力電源 AC100 V±10 %(50/60 Hz) 
出力電圧, kV 0-3 
出力電流, mA 50(垂下特性) 
出力電圧安定度 ±0.1 %以下 
 
 
 
 
 
Fig. 3.3.  主放電用キャパシタ充電電源 
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3.3 DME 用パルス噴射器駆動装置 
本論文で用いた DME用パルス噴射器駆動装置は，H8/3052Fマイコン，リレー回路（Fig. 
3.4），電源装置（菊水電子工業株式会社，PWR800L）を組み合わせている．リレー回路は，
噴射器で発生した逆起電力によるマイコン本体の破壊を防ぐために設ける．噴射器駆動用
電源電圧は，0-80 Vの範囲を 0.01 V刻みでの調整が可能である．また，マイコンから発信
するパルス信号は，噴射信号幅，噴射間隔をそれぞれ，1 ms，0.5 s刻みでの変更が
可能となっている． 
  
  
 
 
 
 
 
Fig. 3.4.  DMEパルス噴射器用リレー回路 
 
噴射器 
TLP550 
300 Ω 
300 Ω 
+12 V 
GND 
TC4069UBP 
2SK3869 
GPP20J 
0-80 V 
パルス信号 
0.1 µF 
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3.4 イグナイタ 
イグナイタは，Fig. 3.5に示すイグナイタ用駆動回路と電源装置（菊水電子工業株式会社
製，PMC-350-0.2A）から構成されている．イグナイタ用駆動回路のスッチングには，サイ
リスタ（TOSHIBA，BT151）とフォトモスリレ （ーAQZ204）を用いている．動作としては，
まず電源装置により，キャパシタ 3 µFを充電する．次にフォトモスリレーにより，電源を
回路から切断する．次にサイリスタの Gate端子に信号を印加することで，キャパシタ-サイ
リスタ-パルストランス(1:66)-ダイオード(STTH15R06D)のループができ Anode-Cathode間で
高電圧のパルス放電(Max 20 kV)が発生する．イグナイタの動作によって加えられるエネル
 
 
 
 
 
Fig. 3.5.  イグナイタ用駆動回路 
 
 
パルス信号 
Max 300 V 
1.5 kΩ 
+ 5 V 
330 Ω 
STTH15R06D 
AQZ204 
BT151 
STTH15R06D Gate 
3 µF 
TRANS 
1:66 
Anode 
Cathode 
GND GND 
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ギーは 0.1 J程度であり，主放電用キャパシタに蓄えられるエネルギーに対して非常に小
さく，インパルスビットに与える影響はほぼないと考えられる．  
Fig. 3.6にイグナイタ動作のシーケンスを示す．イグナイタ作動タイミングは，噴射駆
動信号開始を起点とし任意に設定することができ，噴射駆動信号印加中でもイグナイタを
作動できる． 
 
 
 
 
  
 
  
 
 
 
Fig. 3.6.  動作シーケンス図 
 
時間 
噴射駆動信号 
オリフィスの開閉 
放電 
イグナイタ作動タイミング  
噴射信号幅  
噴射間隔 
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3.5 主放電電流/電圧測定装置 
主放電電圧の測定時使用した高電圧プローブ（Tektronix，P3000）とロゴスキーコイル諸
元を，それぞれ Table 3.2， 3.3 に示す．PPT 作動時の放電部以外の電気回路に含まれるイン
ダクタンスや電気抵抗を軽減することが望ましく，市販の電流センサを用いた場合は，必
要以上に回路を大きくしなければならない．そこでロゴスキーコイルを自作し，できる限
り構成する電気回路を短くする工夫を施す．また，これらから出力された電圧値は，オシ
ロスコープ（Tektronix，TDS3000）を用いて記録を行っている． 
  
 
Table  3.2.  高電圧プローブ諸元表 
 
メーカー，型式 Tektronix, P3000 
最大入力パルス電圧，kV 10 
周波数帯域，MHz 120 
入力抵抗，MΩ 500±2 % 
入力容量，pF ≤ 2.5 
遅延時間，nsec 14.7 
 
 
Table  3.3.  ロゴスキーコイル諸元表 
 
ロゴスキーコイル 
総巻数 , 巻 68 
コイル長 , m 9.4×10-2 
コイルに囲まれた面積 , m2 3.1×10-4 
コイル断面積 , m2 2×10-5 
単位長さ当たりの巻数 , m-1 0.7×10-3 
RC 積分回路 
抵抗器 , kΩ 2.7 
コンデンサ , µF 0.01 
校正係数, A/V 2878 
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3.6 インパルスビット測定装置 
本論文でインパルスビットを測定するために使用したスラストターゲットの諸元と外形を，
それぞれ Table 3.4，Fig. 3.7 に示す．ナイフエッジと接している 2本の腕によってスラスト
 
 
 
 
 
Fig. 3.7.  スラストターゲット 
 
 
Table  3.4.  スラストターゲット諸元 
 
材質 塩化ビニル，アクリル 
シリンダー部 
外形，mm 75 
内径，mm 30 
側面スリット断面積/内径断面積比 13 
腕の長さ，mm 115 
重量，g 18-85 
 
 
調整用おもり設置箇所 磁気ダンパー 
腕 スラストターゲット ナイフエッジ 
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ターゲットが吊り下げられた形状となっている．PPT からパルス状に排出されるプラズマは，
このスラストターゲット内を通ることによって，PPT-ターゲット同軸に対して 90°方向に
向きが変えられる．このときに，PPTから発生したインパルスビットが持つ運動量は，スラ
ストターゲットの揺れの運動量として保存され，ターゲットの変位量として計測すること
が可能となる
15)
．さらに，Fig. 3.7 に示した箇所におもりの個数を変更することで，測定で
きるインパルスビットの範囲を調整することが可能である． 
また，真空中で実験するため，ターゲットが揺れると自然で静振するには，長い時間が
必要であるため磁気ダンバーを用いて制振動作を行っている．オイルなどのダンパー使用
しない理由としては，真空度への影響が懸念されるためと制振制御の ON/OFF が可能であ
るからである． 
 スラストターゲットの校正は，紐で吊るしたおもりをターゲットに衝突させることで擬
似的なインパルスビットをスラストターゲット与えることで行う，校正値は，高速度カメ
ラによって算出したおもりの衝突前の速度と，ターゲットの変位との相関を採ることで求 
 
 
※おもりの衝突による擬似インパルスビット 
 
Fig. 3.8.  低インパルスビット用ターゲット校正結果 
 
※
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めている．校正実験は PPT 作動実験終了後に毎回行っており，Fig. 3.8，3.9に，それぞれに
低インパルスビット用ターゲットと高インパルスビット用ターゲットの校正実験の 1例の
結果を示す．どちらも非常に良い線形性を示しており理論通りの挙動をしていることが確
認できている． 
3.7 質量測定装置 
 本論文において，マスショット計測，リークテストの際に使用した電子天秤の諸元を Table 
3.5 に示す．噴射量の計測は，噴射実験前後で質量を計測し，質量差を噴射回数で除した値
で評価を行っている．このとき前後での質量差が 0.2 g 以上になるように噴射を行っている． 
 
 
※おもりの衝突による擬似インパルスビット 
Fig. 3.9.  高インパルスビット用ターゲット校正結果 
 
Table  3.5.  電子天秤の諸元 
 
メーカー, 型式 AS ONE，ASP2102 
秤量，g 2100 
最小表示，g 0.01 
 
 
※
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第4章 実験結果および考察 
4.1 パルス噴射器性能試験 
リークテスト，噴射確認，一回あたりの推進消費量の計測を 0.03 Pa 以下までに減圧し
た真空容器内で行った．の計測は，PPT 作動実験ごとに行い，実験前後での噴射器の質
量差を噴射回数で除した値で評価する． 
4.1.1 リークテスト 
パルス噴射器に DME を充填し，リークによる質量変化がどの程度あるのかについて調べ
たところ，DME のリークは確認されず，噴射器に施したシーリングが機能していることが
確認できた．この結果から，リークによる噴射への影響はなく，少量な噴射量の計測も可
能であることが分かった． 
4.1.2 噴射確認 
噴射器を真空容器内に設置し，Table 4.1 に示す実験条件下で噴射確認実験を行った．  
Fig. 4.1 に，1 度の噴射信号をパルス噴射器に送信した時に得られた電離真空計の出力挙動
を示す．噴射信号を送信した直後電離真空計の出力値が上昇し，出力値が極大値に到達し
たのち，その後初期値までに復帰していることが確認できた．これは，DME を噴射するこ
とによって真空容器内の圧力が上昇し，そして噴射が停止されることで圧力が減少してい
 
Table  4.1.  噴射確認実験における条件 
 
噴射前真空容器内圧力	, Pa ~0.03 
噴射剤 DME 
制御信号 
噴射信号幅, ms 6 
噴射間隔, s 0.5 
噴射印加電圧
, V 25 
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き，真空容器内の圧力が初期値まで復帰したことを示している．そのため 1 回の噴射ごと
に開閉動作が適切に行われていると考えられる． 
次に Fig. 4.2に連続噴射してパルス噴射器を駆動させた時の電離真空計の出力挙動を示す．
噴射を開始すると，電離真空計の出力値が上昇し続け，その後，ある上限値において定常
状態となる．これは，噴射器による時間あたりの DME 供給と真空ポンプの排気量のバラン
 
 
Fig. 4.1.  1回噴射のによる電離真空計の出力挙動 
 
 
Fig. 4.2.  無作動からの連続噴射による電離真空計の出力挙動(=0.5 s) 
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スが吊り合うためである． 
4.1.3 噴射量計測 
噴射確認実験での結果を踏まえ，本論文では，1 噴射ごとの噴射量のばらつきを評価する
ために電離真空計の出力値に注目した．Table 4.2，Fig. 4.3 に，それぞれ噴射量計測実験に
おける条件と連続噴射時の電離真空計の出力挙動を示す．この実験では，0.5 s 周期で噴射
 
Table  4.2.  噴射量計測実験における条件 
 
真空容器内圧力	, Pa ~0.03 
噴射剤 DME 
制御信号 
噴射信号幅, ms 6 
噴射間隔, s 0.5 
噴射印加電圧
, V 25 
 
 
 
 
 
 
Fig. 4.3.  連続噴射時の電離真空計の出力挙動(=0.5 s) 
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司令信号を印加しているが，電離真空計の出力挙動においても，同じ周期をもつ波形が得
られており，噴射ごとにオリフィスの開閉が行われていることが分かる．また噴射ごとの
電離真空計出力値の山は同形状であり，その 1山の電圧高さもほぼ同じ数値となっている． 
次に，Fig 4.4に噴射剤を DMEとした際に得られた 1回あたりの噴射量と連続噴射時の 1
山の電圧高さとの関係を示したグラフである．1回あたりの噴射量と 1山の電圧高さの間に
は，相関関係があることがわかり，何が噴射量の目標値の参考として利用できるが分かっ
た．尚，噴射剤を水やエタノールを変えて，噴射実験を行ったところ 1回あたりの噴射量
と 1山の電圧幅には，それぞれで傾きなどが違うが類似の相関関係が見られた 
 
 
  
 
 
 
Fig. 4.4.  電離真空計出力値における 1山の電圧高さと 1回あたりの噴射量の相関図 
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4.2 同軸型 DME-PPT 
本論文において得られた同軸型 DME-PPTの各推進性能の最高値を Table. 4.3に示す．ま
た比較として，CU Aerospaceらが実験を行った同様な水準の充電エネルギーを有した固体
推進剤 PPTの推進性能を Table 4.4に示す
16)
． 
本 DME-PPTにおいては，	=39 J，=18 µg，=3 mm，=10 mmとした場合，全て
の推進性能がもっとも高い値を得られた．固体推進剤 PPTの推進性能と比較すると，比推
力，推進効率においては，従来型の固体テフロン PPTを大きく上回る性能を実現すること
ができた．これは，推進剤の供給量と充電エネルギーをそれぞれ独立的かつ任意の値に設
Table  4.3.  同軸型 DME-PPTの推進性能 
 
充電エネルギー，J 39 
噴射量，µg 18 
キャビティ径，mm 3 
キャビティ長，mm 10 
インパルスビット，µNs 630 
比推力，s 3570 
推進効率	，% 28 
推力電力比 ⁄ ，µNs/J 16 
 
 
 
Table  4.4.  同軸型固体テフロン PPTの推進性能 
 
スラスタ PPT-8-IIIB 
構造 同軸型 
充電エネルギー，J 50 
噴射量，µg 308 
インパルスビット，µNs 1208 
比推力，s 400+ 
推進効率	，% 4.7 
推力電力比 ⁄ ，µNs/J 26 
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定することができる DME-PPTの特徴が生かされていることを示している． 
4.2.1 主放電誘起の確認 
Fig. 4.5に，同軸型 DME-PPTの主放電波形の一例として，充電エネルギー=19 J，主放電
用キャパシタの静電容量
=4.5 µF，一回あたりの推進剤消費量=18 µg，キャビティ径
=5 mm，キャビティ長=15 mmのときの波形を示す． 
この波形は，パルスアーク放電が誘起されたことを示しており，これは従来型の固体テ
フロン PPTの作動時にも同様な波形が発生することが報告されている．よって今回試作し
た同軸型 DME-PPTが，PPTとして作動していることが確認できた． 
また，本論文における同軸型 DME-PPTでは，キャパシタへの充電電圧

=800-3000 V，
一回あたりの推進剤消費量=3-50 µg，キャビティ径=3-10 mm，キャビティ長=10-30 
mmの範囲において，DMEの噴射のみによる自発放電を 100%の確率で誘起することができ
た．自発放電の誘起できる確率は，と

は大きいほど，とは小さいほど高くなる
傾向がある．この結果は，DME-PPTにおいてはイグナイタを全く使用しない自発放電型
 
 
 
Fig. 4.5.  同軸型 DME-PPT主放電波形 
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DME-PPTの実現できる可能性を示している．イグナイタを取り除くことができれば噴射器
の搭載による質量増加による影響を少なくすることが可能である．  
4.2.2 充電エネルギーがインパルスビットに与える影響 
 Fig. 4.6にキャビティ長=10 mm, キャビティ径=3 mm，一回あたりの推進剤消費量
=18±2 µg，主放電用キャパシタの静電容量=9 µFとした時の充電エネルギーがインパ
ルスビットに与える影響を示す．この条件下では，発生するインパルスビットの範囲が
広いため，錘によってスラストターゲット重量を調整しての測定範囲を変更したものを
それぞれで使用している． 
は，に対して二乗関数的な増加が見られる． 一般的な PPTの推力は，電磁加速と電
熱加速の２つの加速機構によって成り立っており，電磁加速が支配的でならば	ととの
間には Eq. (2.15)に示すような線形的な関係が，電熱加速が支配的ならばととの間には
Eq. (2.17)に示すような二乗根的な関係が成り立つ．そのため本研究で試作した同軸型
DME-PPTは，電磁加速，電熱加速またはそれらが単純に合わさっただけの推力生成機構で
 
  
 
Fig. 4.6.  充電エネルギーによるインパルスビットへの影響 
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はないと考えられる．この推力生成機構についてさらに究明できれば，より効果的に推力
の生成するための条件を見出す足掛かりとなると推測される． 
Fig. 4.7に=10 mm, =3 mm，	=18±2 µg，	=9 µFとした場合，	が推力電力比 ⁄
に与える影響を示す．=5 J付近に極値が 1点見られるのは，が低い領域においては，DME
を噴射することで発生するコールドガスジェットの推力が全体の推力に対して占める割合
が大きいためである．人工衛星の稼働中では，電力供給系の不具合により高い電力が得る
ことができない状況が考えられる．このように供給電力が限られた非常時においても，本
推進機は人工衛星の姿勢制御などを行うことができ，人工衛星の冗長性を高めることに貢
献できる
17)
． 
 
 
  
 
 
 
Fig. 4.7.  充電エネルギーによる電力推力比への影響 
 
0
4
8
12
16
20
0 10 20 30 40 50
推
力
電
力
比
I b
it
/E
, m
N
s/
J
充電エネルギーE, J
 - 42 - 
4.2.3 1回あたりの噴射量がインパルスビットに与える影響 
Fig. 4.8は，キャビティ径=5 mm，キャビティ長=10 mm，主放電用キャパシタの静
電容量=3 µFとした時の一回あたりの噴射量がインパルスビットに与える影響を充
電エネルギー=0 J（放電なし），	=13 Jとで比較したグラフである． 
=0 J，	=13 Jの場合ともに，の増加とともにが線形的に増加しており，このとき
ののに対する増分の傾きを求めると約 0.7 µNs/µgとなっている．これは，0.7 µNsの
を生成するためには 1 µgの DMEが必要なることを示しており，これらを Eq. (2.2)に代入す
ると 70 s程度の比推力に相当する． 
これは，噴射された DMEによって発生するコールドガスジェットによる推力が影響して
いるためだと思われる．また充電エネルギー=0と 13 Jの場合を比べると，各において，
放電のエネルギーによって得られるの増分量はほぼ変わらないことが分かる．一般的に
同軸型 PPTにおいては，電熱的加速が支配的とされ，電熱加速では Eq. (2.17)に示すように
はとともに増加することが知られている
4)
．しかし本 DME-同軸型 PPTにおいては， 
 
   
 
Fig. 4.8.  一回あたりの噴射量によるインパルスビットへの影響 
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DME の噴射時間と放電時間とのスケールが大きく違うため，放電によって加速されている
推進剤はごく一部だけでしかないと考えられる．そして，放電による加速を受けることが
できない推進剤は，コールドガスジェットによる推力しか生成しないまま外部に排気され
ていると推測される． 
4.2.4 キャビティ長がインパルスビットに与える影響 
Fig. 4.9 は，キャビティ径=5 mm，一回あたりの推進剤消費量=10±1 µg，主放電用
キャパシタの静電容量=3 µF とした時のキャビティ長がインパルスビットに与える
影響を充電エネルギー=7 J と=13 J とで比較したグラフである． 
両において，を長くするほど，が緩やかに減少することが分かる．また，充電エ
ネルギーが，によるの減少傾向が強くなっていることが分かる． 
テフロンをキャビティとして用いる同軸型 PPT においては，を長くするとインパルス
ビットが上昇するが，比推力は低下することが報告されている
18)
．従って，このインパル
 
   
 
Fig. 4.9.  キャビティ長によるインパルスビットへの影響 
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スビットの増加は，1 放電あたりのマスショットが増加することに起因していると考えられ
る．一方で，推進剤の供給と放電を独立に制御することができるDME-PPTにおいては，と
ともには増加することはない．	の増加とともにが減少している現象については，
明らかな根拠は未だないが，キャビティ長を長くすることによって，加速された推進剤が
キャビティ内径部の壁面などへ衝突する機会が増えたことやキャビティ内径部の体積増加
によるキャビティ内径部の圧力低下などが原因と推定される． 
4.2.5 キャビティ径がインパルスビットに与える影響 
 Fig. 4.10 は，キャビティ長=10 mm, 一回あたりの推進剤消費量=28±2 µg，主放電
用キャパシタの静電容量=3 µF とした時のキャビティ径がインパルスビットに与え
る影響を充電エネルギー=7 J と=13 J とで比較したグラフである．両において，の増
加とともにが減少していることが確認できる．また，充電エネルギーが大きいほど，
を小さくすることによっての上昇傾向への影響が大きくなることが分かる． 
 
  
 
Fig. 4.10.  キャビティ径によるインパルスビットへの影響 
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我々は，このような結果になった要因として，放電挙動が影響しているのではないかと
考えた． Fig 4.11 は，キャビティ長=10 mm，一回あたりの推進剤消費量=28±2 mm，
静電容量=3 µF，充電エネルギー=13 J としたとき，キャビティ径=3，5 mm の放電挙
動を比較したものである．両者の放電挙動には，ピーク値や放電時間に明らかな違いが見
られる．これらは，放電時に形成させる回路の違いに起因するものである． 
そこで，放電時の電気抵抗値	とインダクタンスを求めるために次の式を利用して算出
を行った． 
 	 = 2
 + 
 ( 4.1) 
  = 1 + 
 ( 4.2) 
ここで，は主放電用キャパシタの静電容量，は放電挙動における第１ピークと第３ピー
ク間における角速度，
は次の式で表される対数減衰率であり 
 
    
 
Fig. 4.11.  キャビティ径による放電挙動への影響(	=13 J) 
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 =
ln  		 +   
( 4.3) 
で表される値である．Fig 4.11 からと
 を読み取り，Eq.( 4.1)，(4.2)に代入して求めた放電
回路の電気抵抗値	とインダクタンスを Table 4.5 に示す．は両者同じ値であるが，	は大
きく異なった値となっている．以外のキャパシタ，フィードスルーなどの PPT を構成す
る要素において変更している箇所はなく，この	の変化は，放電部の状態の変化に起因して
いるものと考えられる．そして	が増加することにより，キャパシタ内に蓄えられたエネル
ギーの内，	を通して推進剤へ分配されるエネルギー量が増加し，推進剤の加速が増加した
と推測される． 
 
  
 
Table  4.5.  キャビティ径による電気抵抗及びインダクタンスへの影響 
 
キャビティ径，mm 電気抵抗値	，mΩ インダクタンス，nH 
3 116 90 
5 61 90 
 
その他のパラメータ：=10 mm，	=28±2 µg，	=3 µF，	=13 
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4.2.1 キャパシタの静電容量がインパルスビットに与える影響 
Fig. 4.12 は，キャビティ長=10 mm, キャビティ径=3 mm，一回あたりの推進剤消費
量=18±2 µg とした時の主放電用キャパシタの静電容量がインパルスビットに与え
る影響を充電エネルギー=7 J と=13 J とで比較したグラフである． 
=13 J とした場合，=3 µF のとき，その他のと比べるとがかなり減少している．
さらに=6 µF のがその他のよりも大きくなることが分かる． 
=3 µF のときのみ，が大きく減少する原因として，パルスアーク放電の挙動が影響し
ているものと思われる．そこで，Fig. 4.13にキャビティ長=10 mm, キャビティ径=3 mm，
一回あたりの推進剤消費量=18±2 µg，静電容量が放電挙動に与える影響を示す．	=3 
µF のみ明らかに第 3 ピークを有する波形となっており，これはがその他に比べると小さ
いためにパルスアーク放電中に形成される PPT全体の LRC回路がより減衰振動の挙動を示
すためである．このように放電時に電流波形において反転する回数が増えると放電時に形
成されるシースの形成-破壊や熱として電極などに奪われるエネギーが増加する．これらに
 
   
 
Fig. 4.12.  キャパシタの静電容量がインパルスビットへ与える影響 
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消費されるエネルギーは損失となり，推進剤の加速に寄与しない．そのため=3 µF の時の
ように，電流値が反する回数が増えるとを極端に減少したと考えられる． 
次に=6 µF のが最も高くなった原因として，主放電用キャパシタの数が挙げられる．
本論文において，静電容量の変更は，使用するキャパシタの数を変えることで行っている．
そのためキャパシタの数を変えると全回路内に含まれるインダクタンスなどに違いが生じ
る．これにより=6 µF と=9 µF とでは，キャパシタに蓄えられたエネルギーの内，加速に
使用できるエネルギーとして分配されるエネルギー量が異なるため，発生するに差異が
生じたと推測される． 
 
  
 
   
 
Fig. 4.13.  キャパシタの静電容量が放電挙動に与える影響 
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4.3 平行平板型 DME-PPT 
本論文において得られた平行平板型 DME-PPTの各推進性能の最高値を Table 4.6に示す．
また比較として，Lincoln lab.で研究された同様な水準の充電エネルギーを有する平行平板型
テフロン PPTの推進性能を Table 4.7に示す
20)
． 
本 DME-PPTにおいては，=13 J，=13 µg，=40 mm，ℎ=25 mm，=10 mmとし
た場合，最も高い値が得られた．しかし，従来型の固体テフロンを用いた平行平板型 PPT
 
Table  4.6.  平行平板型 DME-PPTの推進性能 
 
充電エネルギー，J 13 
噴射量，µg 13 
電極長さ，mm 40 
電極間距離ℎ，mm 25 
電極幅，mm 10 
インパルスビット，µNs 81 
比推力，s 635 
推進効率	，% 2 
推力電力比 ⁄ ，µNs/J 6.2 
 
 
 
Table  4.7.  平行平板型固体テフロン PPTの性能推進 
 
スラスタ LES-8/9 
構造 平行平板型 
充電エネルギー，J 20 
噴射量，µg 30 
インパルスビット，µNs 297 
比推力，s 1000 
推進効率	，% 7.4 
電力推力比 ⁄ ，µNs/J 15 
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と本 DME-PPTを比較すると，推進性能はどれも下回る結果となった．これは，電極形状や
フィードスルーなどが最適化されていないことが原因と考えられ，更なる検討が必要であ
る． 
4.3.1 主放電誘起の確認 
Fig. 4.14に，平行平板型 DME-PPTの放電波形の一例として，充電エネルギー= 13 J，主
放電用キャパシタの静電容量	=3 µF，一回あたりの推進剤消費量= 13µg，電極長さ=40 
mm，電極間距離ℎ=10 mm，電極幅=10 mmで，サイドウォールを設けたときの波形を
示す． 
この波形は，同軸型 DME-PPTと同様に，平行平板型 DME-PPTにおいても PPTとして作
動できることを示している．また，本論文における平行平板型 DME-PPTでは，一回あたり
の推進剤消費量=10-30 µg，キャパシタへの充電電圧


=1500-3000 V，電極間距離
ℎ=10-25 mm，電極幅=5-10 mm，サイドウォールを有りとした時に DMEの噴射のみに
よる自発放電を 100%の確率で誘起することができた．自発放電の誘起できる確率は，と
 
 
 
Fig. 4.14.  平行平板型 DME-PPTの主放電波形 
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と大きほど，ℎとは小さいほど高くなる傾向がある．本論文では，と放電を誘起
できる確率との間には相関が見られなかった．噴射によって放電を誘起できなかった領域
においては，イグナイタを使用して放電の誘起を行った．  
4.3.2 サイドウォールの有無がインパルスビットに与える影響 
Fig. 4.15 は，主放電用キャパシタの静電容量=3 µF，一回あたりの推進剤消費量=13
±2 µg，電極長さ=40 mm，電極間距離ℎ=10 mm，電極幅=10 mm としたきのサイド
ウォールの有無がインパルスビットに与える影響を示したグラフである． 
サイドウォールの有無に関係なくどちらのも充電エネルギーともに増加しているこ
とが分かる．従来型の PPT において，サイドウォールを設けると，加速された推進剤がサ
イドウォールとの衝突でエネルギーが奪われ，	が減少することが報告されている
22)．し
かし本論文において得られた結果は，その報告とは相反するものである．このような結果
となった原因として，加速された推進剤の移動方向が電極長さ方向にと一致していないこ
とが挙げられる．従来型の平行平板型固体テフロン PPT において，推進剤は，電極長さ方
 
 
 
Fig. 4.15.  サイドウォールによるインパルスビットへの影響 
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向に必ずしも加速されているのではなく，一定の広がり角をもって外部に排気されている
ことが報告されている．従って，試作した平行平板型 DME-PPT においても推進剤の加速方
向と電極長さ方向とが一致していないと推測される．これに加え，本論文で使用している
推力測定装置であるスラストターゲットは，衝突した推進剤が有する運動量しか計測でき
ない構造となっている．スラストターゲットに衝突しない加速された推進剤がより多く存
在する場合，が低い値を示す．そのためサイドウォール無しでは，サイドウォール有り
とした場合に比べが低い計測値になる．スラストターゲットは，サイドウォールの端か
ら 20 mm 離した位置に設置しており，サイドウォールの端から広がり角を有して排出され
たとしてもサイドウォール無しと比較すると多くの推進剤のを計測できている．以上の
ことを踏まえ，本論文において平行平板型 DME-PPT の推進性能は，サイドウォールを設け
た条件でのみ評価を行った． 
4.3.3 充電エネルギーがインパルスビットに与える影響 
Fig. 4.16 に主放電用キャパシタの静電容量=3 µF，一回あたりの推進剤消費量=13 µg，
 
 
 
Fig. 4.16.  充電エネルギーによるインパルスビットへの影響 
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電極長さ=40 mm，電極間距離ℎ=10 mm，電極幅=10 mm でサイドウォールを設けた
時の充電エネルギーがインパルスビットに与える影響を示す． 
 は，とともに増加していることがわかり，その増加傾向は，線形的である．この傾向
は，従来型の平行平板型固体テフロン PPT と同様であり 21)，Eq. (2.15)で示すとおりに電磁
加速が支配的であるためと考えられる． 
4.3.4 電極長さがインパルスビットに与える影響 
Fig. 4.17 は，主放電用キャパシタの静電容量=3 µF，一回あたりの推進剤消費量=13
±2 µg，電極間距離ℎ=10 mm，電極幅=10 mm で，サイドウォールを設けたときの電極
長さがインパルスビットに与える影響を=7 J と=13 J とで比較したグラフである． 
が大きいほど，が減少していることが分かる．このような結果となった原因として
は，加速された推進剤がサイドウォールや電極に衝突する機会が増えることが挙げられる．
前述したように，従来型の PPT において，加速された推進剤がサイドウォール衝突する際
 
 
 
Fig. 4.17.  電極長さによるインパルスビットへの影響 
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にエネルギーが奪われ，推力として発生する推力が減少することが確認されている．が
長いほど，サイドウォールと電極自体の表面積が増加し，それに伴い衝突する推進剤の量
も多くなり推力として発生するエネルギーも減少してしまうためが低下すると推測され
る． 
4.3.5 電極間距離がインパルスビットに与える影響 
Fig. 4.18 は，主放電用キャパシタの静電容量=3 µF，一回あたりの推進剤消費量= 13µg，
電極長さ=40 mm，電極幅=10 mm で，サイドウォールを設けたときの電極間距離ℎが
インパルスビットに与える影響を=7 J と=13 J とで比較したグラフである． 
は，ℎともに増加していることが分かり，ℎ=10 mm とℎ=25 mm で比較すると約 2
倍の数値となっている． 
この上昇傾向は，平行平板型 PPT に見られる特徴であり，Eq. (2.15)に示すとおりにℎを
広げるほどは上昇する．また，Eq. (4.1)を用いて放電波形から Fig. 4.18 の各ℎにおける
 
 
 
Fig. 4.18.  電極間距離がインパルスビットに与える影響 
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電気抵抗値
を算出した結果を Table 4.8 に示す．また
をℎ=10 mm とℎ=25 mm とで比べ
ると，ℎ=25 mm のとき
は約 1.3 倍に上昇しており，これは電極間距離を広げたことによ
り電極間に形成されるパルスアーク放電も伸びたためである．ℎ=10 mm とℎ=25 mm の
理論上の増加は，電極形状と電気抵抗値の変化量を加味すると約 1.9 倍であり，実験で
得られた増加はこの数値と同等である．これらからも平行平板型 DME-PPT は，電磁加速が
支配的であると判断できる． 
  
 
Table  4.8.  電極間距離による電気抵抗への影響 
 
電極間距離ℎ，mm 電気抵抗値
，mΩ 
10 34 
17.5 38 
25 44 
 
その他のパラメータ：=40 mm，	=13±2 µg，	=3 µF，	=13 
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第5章 まとめ 
今後，宇宙開発においてコスト削減などが要求され，推進機には更なる性能向上が必要
である．そこで我々は，電気推進機の 1種であるパルス型プラズマスラスタ(PPT)の推進性
能改善を行うためにジメチルエーテル(Di-methyl ether, DME)を PPT の推進剤に適用するこ
とを提案した．DME は，宇宙環境で使用する際に非常に扱いやすく，今後の宇宙開発にお
いて利用されることが期待される物質である． 
本論文では，まず数µg の DME 噴射を可能とするパルス噴射器を考案し．製作，作動実
験を行った．次にそのパルス噴射器を用いて同軸型 DME-PPT，平行平板型 DME-PPT の試
作，動作実験を行った．これら実験で得られた，主たる結論を以下に示す． 
 
DME用パルス噴射器 
 リークがない DME 用パルス噴射器の作動を実証した． 
 真空環境下においても DME を噴射することが可能である． 
 1 回あたりの DME の噴射量を 3-50 µg の範囲で調節が可能である． 
 1 回ごとの DME の噴射にはばらつきが少ない． 
 
同軸型 DME-PPT 
 パルスアーク放電を誘起できることが確認でき，PPT としての動作を実証した． 
 一回あたりの推進剤消費量=3-50 µg，充電電圧	=800-3000 V，	=3-10 mm，
	=10-30 mmとした時にDMEの噴射のみによる自発放電を 100%の確率で誘起が可
能である． 
 自発放電の誘起できる確率は，とは大きいほど，とは小さいほど高くな
る傾向がある． 
 充電エネルギーが増加するほどインパルスビットは単調に増加する． 
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 低領域において，コールドガスジェットによる影響によって推力電力比 ⁄ を上
昇させることが可能である． 
 を変化させたとき，増加による増加はほぼ見られず，噴射された DME の一
部しか加速されていないことが分かった． 
 キャビティ長が長いほど，が減少した．これは，増加によるキャビティ内径
の面積の増加によって，推進剤が衝突する機会が増えたことが原因である． 
 キャビティ径を小さくするほど，が上昇した．これは，陽極-陰極間の電気抵
抗値
増加によって，空力的加速に分配されるエネルギーが増加したためである． 
 =3 µF のが他に比べ極端に低い数値を示した．これは，=3 µF では，電気的極性
の反転する回数が増加し，それにともなってシースの形成-破壊や熱として電極など
に奪われるエネルギーが増加し，加速に用いられるエネルギーが減少したことが原
因である． 
 =6 µF，9 µF で比較した時，=6 µF のが最も高い数値となった．これは，キャパ
シタの数が増加したことにより，推進剤の加速に影響する部分以外のインダクタン
スが増加したためであり，を生成するエネルギーの総量が減少したためである． 
 
平行平板型 DME-PPT 
 パルスアーク放電を誘起することができ，PPT としての動作を実証した． 
 一回あたりの推進剤消費量=13-30 µg，充電電圧	=1500-3000 V，	=40-100 mm，
	ℎ=10-30 mm，サイドウォールを設けた時に DME の噴射のみによる自発放電を
100%の確率で誘起が可能である． 
 自発放電の誘起できる確率は，とと大きほど，ℎとは小さいほど高くなる
傾向がある．また，サイドウォールを設けることでも自発放電の誘起できる確率を
上昇させることができる． 
 サイドウォールを設けることで，が上昇した．ただしこれは，スラストターゲッ
トに衝突する推進剤の量が増加したことによる影響が大きいと考えられる． 
 インパルスビットは，充電エネルギーに対して線形的増加する． 
 が大きいほど，が減少し，同じにおいてよるの増分もが大きいほど
減少していることが分かる． 
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 ℎが大きいほど，が増加し，電磁加速が支配的である時に見られる増加傾向を示
した． 
 
以上，本研究で試作したジメチルエーテルを推進剤としたパルス型プラズマスラスタ
（DME-PPT）は，従来型の固体テフロン PPT よりも優れるだけではなく， 3000 s クラスの
比推力が求められる惑星間探査などの長期ミッションにも利用可能な宇宙用推進機であり，
今後の宇宙開発の発展に寄与できる成果を得られた．  
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付録 
A ロゴスキーコイル 
A-1 原理 
パルス型プラズマスラスタ(Pulsed Plasma Thruster, PPT)の放電時間は 10 µs程度，放電電流
の最大値は 10 kA程度であり，このとき PPT が形成する放電回路上のインダクタンスと抵
抗は，それぞれ nH と mΩオーダーの数値となる．そのため，シャント抵抗を回路中に設置 
する電流測定法を用いると，PPT の放電挙動に大きな影響を与えてしまい本来の放電波形と
は異なる出力を示す可能性がある．そこで，本研究では PPT の放電回路への影響が少なく
することができるロゴスキーコイルを用いた電流センサを自作することで PPT の主放電電
流の計測を行った．Fig. A.1 にロゴスキーコイルを用いた電流計測法の概略を示す．この計 
 
 
Fig. A.1.  ロゴスキーコイルの概略図 
 
電流  
両端電圧差  断面積  
 - 62 - 
測法は，測定対象である電流がロゴスキーコイルの内側を通ることによってロゴスキーコ
イルの両端に電圧差が生じる現象を利用した電流計測法である．この計測法では，回路の
途中に抵抗等を加えることなく計測が可能であり，また両端子をグランドから切り離すこ
とが可能でありノイズに強い特性も持ち合わせている． 
Fig. A.2に電流と両端電圧差 との関係を導くための計算モデルを示す．ここでは，電
流密度ベクトルを取り囲む任意閉曲線（ロゴスキーコイルのコイル部に相当）を考える．
また，コイルの単位長さあたりの巻数を，	が形成する面の面積ベクトルを，によって
発生する磁場ベクトルを	
，	による閉局面に鎖交する磁束密度を
，が通過する空間の透
磁率をμとする．このときコイルに鎖交する磁束は 
  =  

	
+ 


 ( A.1) 
 
 
Fig. A.2.  ロゴスキーコイルの計算モデル 
 
 
微小閉曲線 
面積ベクトル  
 
 
電流密度ベクトル  
閉曲線 
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と表すことができる．ここで，Eq. (A.1)の第二項は Fig. A.1に示すように巻き戻しを行うと
0となり無視することができ 
  =  

	
 ( A.2) 
となる．次にアンペールの法則により 
  	


=  	

=  ( A.3) 
と表すことができ，Eq. (A.2)に Eq.(A.3)を代入すると 
  =  ( A.4) 
となる．さらにファラデーの電磁誘導の法則により 
  = 	 ( A.5) 
の関係が成り立ち Eq. (A.4)に Eq.(A.5)を代入し出力をとすると形式で表すと 
  = 	 ( A.6) 
となり，コイル両端の電圧差を積分した値とロゴスキーコイルの内側を流れるとの間には
線形的関係が成り立つことが分かる．本研究では，コイル両端の電圧差の積分する方法と
して CR積分回路を用いた．CR積分回路は，受動素子であるため電源が不要であり，また
比較的破損しにくいため，本測定に適した積分装置といえる． 
A-2 校正実験 
Fig. A.3に自作電流センサの校正を行うために用いた装置の概略図を示す．また，Table A.1
に自作電流センサのロゴスキーコイルおよび RC積分回路の諸元を示す．校正実験では，ま
ず電源によってキャパシタに電荷を蓄える．次に，イグナイタを用いて放電電極間を短絡
させ，キャパシタに蓄えた電荷が一斉放出させることで大電流の放電が形成される．その
時，自作電流センサと校正基準センサ(PEASON, 5046)の出力をオシロスコープによって記
録した数値同士比較することで校正値の算出を行う．Fig A.5にキャパシタ容量を 3 µF，充
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電電圧を 2.94 kVとしたときに得られた出力波形を示す．自作電流センサ出力波形と校正基
準センサの出力波形には相似関係が見られ，自作電流センサを使った電流計測が可能であ 
ることを示している． 
 
 
 
Fig. A.3.  ロゴスキーコイル校正実験装置 
 
 
Table  A.1.  ロゴスキーコイルおよび RC積分回路諸元 
 
ロゴスキーコイル 
総巻数 , 巻 68 
コイル長 , m 9.4×10-2 
コイルに囲まれた面積 , m2 3.1×10-4 
コイル断面積 , m2 2×10-5 
単位長さ当たりの巻数 , m-1 0.7×10-3 
RC積分回路 
抵抗器 , kΩ 2.7 
コンデンサ , µF 0.01 
校正係数, A/V 2878 
 
 
電源 キャパシタ 放電電極 
RC積分回路 
オシロスコープ 
ロゴスキーコイル 
カレントセンサ 
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また，それぞれの波形データから数値を読み取りそれらの相関関係を示したグラフを Fig. 
A.4に示す． 
 
 
 
 
Fig. A.4.  自作電流センサ出力値と校正基準センサ指示値との関係 
 
 
 
 
Fig. A.5.  自作電流センサと校正基準センサの出力比較 
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自作電流センサ出力値と校正基準センサ指示値との間には線形関係が成り立つことが分り，
自作電流センサが原理通りの動作をしていることが分かる．ちなみに，校正実験から得ら
れた較正曲線の傾きは 2.88 kA/Vであった． 
B 推力測定装置 
B-1 原理 
パルス型プラズマスラスタ(Pulsed Plasma Thruster, PPT)の推力は，非常に短時間でかつ変
動の大きく，ロードセルなどを用いて力として計測することは非常に困難である．そこで，
PPTの推進性能は，力ではなくインパルスビットと呼ばれる PPTが 1動作時に発生する運
動量を計測することによって評価される．本研究では，インパルスビットの計測には，タ
ーゲット方式を採用した． 
ターゲット方式によるインパルスビット計測方法の概要を Fig. B.1に示し，下記でその補
足を行う． 
(a) PPTと向き合うようにスラストターゲットを配置する．このとき，余分に粒子がスラ
ストターゲットに衝突することを防ぐために PPTの端面とスラストターゲット正面
とを約 20-30 mm離れるように配置している． 
(b) PPTが発生する放電によって推進剤加速された推進剤は，内径部を通ってスラストタ
ーゲットに衝突する． 
(c) スラストターゲットに円錐や側面のスリットが設けてあり，スラストターゲット内
部に侵入した推進剤の速度方向成分がx方向からy方向に変わる． 
(d) 推進剤の速度方向がx方向からy方向に変更さる際に，推進剤が有していたx方向の運
動量は，揺れているスラストターゲットの運動量として保存される． 
スラストターゲットの変位からインパルスビットを求めるために，まずスラストターゲッ
トの運動方程式を考えると 
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  +sin = 0 ( B.1) 
となり，，，，はそれぞれ，重力加速度，スラストターゲットの重量，スラスト
ターゲットの重心と支点との距離，スラストターゲットの回転角度(rad)を表している． 
 
 
 
 
(a)推力発生前 (b)推力発生 
  
(c)推進剤衝突 (d)ターゲットが振動 
 
 
Fig. B.1.  スラストターゲットによるインパルスビット計測 
 
PPT 変位センサ 
ターゲット 
(質量:) 
支点 
 

 
x 
y 
放電 
加速された推進剤 
(インパルスビット:) 
 

 
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ここで，スラストターゲットの揺れはごく微小であることを考慮すると 
 sin ≈  ( B.2) 
と近似することができ，スラストターゲットの回転角度を用いて変位を表すと 
  ≈  ( B.3) 
となる．Eg. (B.2)，(B.3)を Eq. (B.1)に代入すると 
  + = 0 ( B.4) 
と表すことができ， = である．ちなみに，スラストターゲットの固有周期(= 2 ⁄ )
は，PPTが推力を生成している時間を十分に超えてなければ，インパルスビットを正確に計
測することができない．仮に PPTの推力は，放電と推力生成とが同じスケールで実現され
ているとすれば，数十µsオーダーで完了している．そのため余裕を考慮しては，0.1 ms 以
上であることが望ましい．PPT が発生したインパルスビット
とスラストターゲットの揺
れが持つ運動量との間には，保存式が成り立ち 
  = 
 ( B.5) 
と表すことができ，はスラストターゲットが揺れ際の最大速度(初期速度)である．初期
条件 =0 s のとき，=0， = であるから，Eq. (B.4)の微分方程式を解くと 
  =  sin ( B.6) 
となり，さらに Eq. (B.6)に Eq. (B.5)を代入すると， 
  = 
 sin ( B.7) 
となる．ここで，sin=1ときスラストターゲットの変位は最大となり，最大変位を用
いて表現すると 
 bit =tgtgtg ( B.8) 
となり，スラストターゲットの最大変位を計測することでインパルスビットの評価を行
うことが出来ることが分かる． 
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B-2 校正実験 
Table 3.4，Fig. 3.7は，それぞれ本研究で使用したインパルスビット測定装置の諸元と写
真である．スラストターゲットは，塩化ビニルとアクリルを用いて製作されており，外形 
部直径は 75 mm，内径は 30 mm，内径断面積と側面部スリットとの面積比は 13となってお
 
Table  B.1.  スラストターゲット諸元 
 
材質 塩化ビニル，アクリル 
シリンダー部 
外形，mm 75 
内径，mm 30 
側面スリット断面積/内径断面積比 13 
腕の長さ，mm 115 
重量，g 18-85 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. B.2.  スラストターゲット 
 
腕 スラストターゲット ナイフエッジ 
調整用おもり設置箇所 磁気ダンパー 
変位センサ 
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り，重量は測定範囲調整用おもりを用いて 18-85 g の範囲で変更できる．腕の長さは 115 mm
であり，このときのスラストターゲットの固有周期Tは 0.7 s となっており，PPTが推力を発
生させている時間より大きく上回っている．スラストターゲットは，ナイフエッジと 
接している 2 本の腕で吊り下げられおり，またスラストターゲットの変位測定には，オム
ロン社製 Z4D-B01 を使用している．スラストターゲット下部には，制振作動を行うために
渦電流による減衰を利用した磁気ダンパーを設けている.  
 Fig. B.3 にインパルスビット測定装置の校正手順を示す．今回の較正実験では，紐で吊る 
した錘をスラストターゲットに衝突させることで擬似的なインパルスビットを与えた．ま
ず，錘を所定の高さまで引き上げ後，自由落下によって錘に一定の速度を与える．そして，
錘が衝突することによって，スラストターゲットは，錘の質量と速度と積からなる運動量
を有する擬似インパルスビットを受けて，最大変位を有する振動を行う．本校正実験で
は，錘の移動状態を高速度カメラによって撮影することで，衝突直前の錘の速度を算出し，
錘が衝突直前に有している運動量を割り出している．錘の衝突によって生じたと	

と
の相関関係を採ることで較正曲線を導く．擬似インパルスビットは，錘を引き上げる高さ
や錘の質量を変化させことで調整が可能であり，較正実験では測定が可能な範囲を約 10分
割するように設定される． 
 Fig. B.4，B.5それぞれに，低インパルスビット測定用と高インパルスビット測定用スラス
トターゲットを用いたときの較正実験の結果の 1例を示す．どちらの較正曲線もスラスト
ターゲットの変位と擬似インパルスビットとの間には線形的な関係があることが分り，理
論通りの挙動を示している．また，スラストターゲットの重量を変更することで，測定範
囲も変更できることが分かる． 
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(a)配置 (b)錘の引き上げ 
  
(c)錘の衝突 (d)ターゲットが振動 
 
Fig. B.3.  インパルスビット測定装置の較正手順 
 
 
x 
y 
支点 ターゲット 
(質量:) 
錘 変位センサ 
:錘の終速 
 
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※おもりの衝突による擬似インパルスビット 
Fig. B.4.  低インパルスビット用ターゲット校正結果 
 
 
 
※おもりの衝突による擬似インパルスビット 
Fig. B.5.  高インパルスビット用ターゲット校正結果 
 
※
※
